
山添村議会「学校等の在り方特別委員会」からの提言 
 

 ◇「学校等の在り方特別委員会」に係る発議が可決 

【福井新成議員による特別委員会設置に係る発議】 

現在、子どもたちを取り巻く社会状況は、少子化、高度情報化、グローバル化の

進展など、様々に変化する中、子どもたちに関する課題は多様化、複雑化していま

す。学校においては、小中学校の枠を越え、連携して課題解決に当たる必要があり

ます。そうした中、全国的に小中一貫教育が注目され、そのメリットとしては、義

務教育９年間で連続性のある、きめ細やかな指導を行うことによる学力の向上、幅

広い学年による活動を通しての社会性の向上などが挙げられます。山添村において

も、将来を担う子どもたちに保育園での幼児教育を含め、保育園、小中学校の連携

した教育の検討は必要であり、（中略）子どもたちの学校等を取り巻く教育環境を

総合的に検討する必要があります。 

（令和２年１０月２２日） 
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《令和２年１０月２２日就任》 

 

 ◇「学校等の在り方特別委員会」からの提言 

少子化の進む中、小・中学校が連携しての教育は必要でありますが、小中一貫

校、義務教育学校等、どのような形での小中一貫教育が良いのか。また、校舎等は

統合すべきかなど、時間をかけ詳細な議論が必要であります。子どもたちにより良

い教育環境が整備されるよう小中一貫教育の早期実現をお願いします。 

（令和３年８月２３日） 

 


